
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 103 諸収入 0 

計 103 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 103 0 

社会教育費

目 市民会館管理費

補正前額 51,682 

要求額 103 

総務部長段階査定額 103 

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１１次総の施策体系】2301　●実施計画　●創生総合戦略

【事業の経過及び背景】
　1967年（昭和42年）から鳥取市民会館の運営を行っており、市民の文化芸術活動の拠点の一
つとなっている。2010年（平成22年）に耐震改修などを実施したものの、老朽化が進行してい
る。
　令和６年４月に空調（大ホール冷房）の保守点検を行った結果、冷凍機の圧力が上がるなど
の不具合が判明した。

【事業の目的及び効果】
　冷凍機の不具合の原因を特定し、緊急的な修繕により復旧したものの、大ホール利用の予約
取消や会場変更により金銭的な負担が生じた利用者に対して、その増額分を支払う。

【事業の内容】
　空調機器故障に伴う会場変更によるチラシ印刷代等の増額　102,274円
　（文化団体　２件分）

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

企００１ 項　　目　　名 市民会館施設管理費

予算書項目 施設管理費 ページ 71 所　　属　　名

企画推進部 
文化交流課年度 R6

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 2,686 0 

一般財源 2,504 諸収入 2,686 

計 5,190 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,190 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 107,595 

要求額 5,190 

総務部長段階査定額 5,190 

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026

【１１次総の施策体系】2405

【事業の経過及び背景】
　本市が所有する有線テレビジョン放送施設は、市が整備し、ＩＲＵ契約によりＣＡＴＶ局が
サービス提供を行っている。

【事業の目的及び効果】
　本市が所有する有線テレビジョン放送施設の適正な運営と維持管理を行う。

【事業の内容】
（１）鳥取県発注工事に伴うＣＡＴＶ設備移設工事
　・日置川河川改修工事に伴う支障移転その２
　・日置川河川改修工事に伴う支障移転その３
　・塩見川広域河川改修工事に伴う支障移転
　・千代川河川改修工事に伴う支障移転
　・県道杣小屋曳田線道路災害復旧工事に伴う支障移転
　・県道本鹿高福線（佐貫工区）改修工事に伴う支障移転
（２）中電柱位置変更に伴う管路新設
　・国道29号電柱地中化に伴うＣＡＴＶ線敷設管路新設

※その他財源の諸収入は、県からの移設補償金

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

企００２ 項　　目　　名 有線テレビジョン放送施設管理費

予算書項目 有線テレビジョン放送施設管理費 ページ 35 所　　属　　名

企画推進部 
デジタル戦略課年度 R6



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 △ 6,587 諸収入 0 

計 △ 181,191 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 △ 181,191 0 

総務管理費

目 電算処理費

補正前額 182,524 

要求額 △ 181,191 

総務部長段階査定額 △ 181,191 

一般会計 【問合せ先】情報システム係 0857-30-8027

【１１次総の施策体系】2405

【事業の経過及び背景】
　地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づく「地方公共団体情報システム標準
化基本方針」に従い、令和７年度に標準化基準に適合するシステムを導入することで、住民
サービスの迅速な展開とシステム管理に伴う人的・財政的負担の軽減を図る。

【事業の目的及び効果】
　地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和７年度の標準化基準に適合
する住民情報系システムへの移行に取り組む。

【事業の内容】
　令和７年度末までの移行に向けて協議を進めてきた事業者の開発遅延等により20業務中13業
務が移行困難となったことから、令和８年度以降に全20業務を一括で安全で確実に移行するこ
ととなり、令和６年度の作業が不要となったための減額。
　※システムの移行に合わせて実施している業務フローの見直しについては、鳥取県のＤＸ専
門人材市町村派遣業務と連携して実施。

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 △ 174,604 0 

企００３ 項　　目　　名 次期基幹システム構築事業費

予算書項目 住民情報システム管理費 ページ 37 所　　属　　名

企画推進部 
デジタル戦略課年度 R6


